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This study examined the staff system related to the requirement of Additional end-of-life 
care in a Special nursing home for the elderly. Result, the problem of the arrangement’s for 
one full-time nurse, the problem of maintaining contact 24 hours a day with the nursing staff 
and placement doctor, the problem of cooperation and collaboration of the manager, and the 
problem of absence of matters concerning care worker, were clarified. In order to solve these 
problems, it is necessary to reexamine the staff system of a Special nursing home for the 
elderly, on the assumption of end-of-life care response.
Ⅰ．問題意識
2017 年現在、日本人の死亡場所全体の 7 割強
を占める病院は、2006年を境に、死亡場所全体
に占める割合が減少している 1）。その代わり、
老人ホームでの死亡者は増加の傾向をみせ、そ
の中でも特別養護老人ホーム （以下、特養） は、
老人ホームでの死亡者の約 6 割 2）を占め、老人
ホームでの死亡者の増加の中心にある。
特養において死亡者が増加した背景には、
2006年、介護報酬の改正において、創設された
看取り介護加算の影響がある。看取り介護加算
の創設前の、1995 年から 2005 年の 11 年間の老
人ホームでの死亡者の割合は、1.5%から2.1%と
0.6%増であったが、2006 年から 2016 年の 11 年
間は、2.3%から 6.9%と 4.6%増え、両期間の増
加分には約7.6倍の差がある 3）。特養内の死亡者
は、2006 年 10,008 人から、2016 年 33,252 人と
約3.3倍増えている 4）。このような変化は、高齢
化の進展による死亡者数の絶対値の増加、病院
の病床の不足、入院期間の短縮、在宅の看取り
対応体制の不備、特養の定員の増加等の影響が
考えられるが、池崎・池上 （2012：17-18） は、
2006年以降は、定員に占める特養内の死亡の増
加傾向が高く、看取り介護加算の体制が影響し
ていると述べている。
しかし、生活施設と分類される特養は、入所
者の看取りの対応を前提とした施設として、設
けられたものではない。第42回社会保障審議会
介護給費分科会 （以下、給付費分科会） におい
て、井形は、介護保険制度の始まる当初、入所
者の看取りの対応は、特養の基本的な役割では
なく、特養での看取りは想定外であったと述べ
ている。特養の設備運営の基準を示す、「特別養
護老人ホームの設備及び運営に関する基準」と、
「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営
に関する基準」（以下、設置運営基準）は、特養
を「施設サービス計画に基づき、可能な限り、
居宅における生活への復帰を念頭に置いて、介
護サービスを提供することにより、入所者の能
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力に応じ、自立した日常生活を支える」ものと
している。そのため、看取り介護加算の算定定
要件において、求めている体制が、生活施設で
ある特養で、入所者の看取り対応に適切なもの
で、構成されているかどうかの検討が必要であ
る。
介護保険制度では、看取り介護加算を「医師
によって医学的に回復の可能性がないと診断さ
れたものに対し、その後のケアについての計画
を作成し説明を行い、本人または家族の同意を
得、その後のケアについても同意を得ながら、
その計画に基づき支援を受けて、入所者がその
人らしく生き、その人らしい最期が迎えられる
よう支援することに、主眼をおいて設けたもの」
と述べている。このような看取り介護加算の趣
旨の達成のために、後述する算定基準と、留意
事項を定め、特養の看取り対応体制の整備に取
り組んでいる。
しかし、看取り介護加算の算定要件で求めて
いる体制に関する検討は見当たらない。田中
（2011）は、特養において一定の質を保った終
末期ケアを実施するために、看取り加算の算定
の要件が重要であることは、既に先行研究（塚
原・宮原2001、医療経済研究機構2003、三菱総
合研究所2007、田中2010）で明らかになったと
述べている。しかし、看取り加算の算定要件の
重要性は認めるものの、田中が論拠として用い
ている先行研究は、特養の看取りの実施の実態
（塚原・宮原2001）、特養内の死亡退所者が多い
特養の特徴（医療経済研究機構 2003）、看取り
介護の要件に係る体制整備の状況把握（三菱総
合研究所 2007）、看取り介護を実施している特
養の構造（田中2010）であって、看取り介護加
算の要件のそのものの検討ではない。看取り介
護加算に関する先行研究では、看取り介護加算
の導入の意義（明石2013）、経営（収益）・職員
育成・入所者と家族の満足面（大西 2009）、経
営的側面とPDCAサイクル（萱垣2017）に関す
る検討が行われている。
孔 （2017 : 37） は、看取り介護には、巡回、観
察、 記録、 職員間の連携や協議、 家族への説明
とサポート等が必要であるが、現在の人員配置
では、 看取り介護加算算定のための業務が介護
職員の心身に負担を与えるだけでなく、看取り
の入所者や他の入所者への介護の質の低下を招
く可能性があると指摘している。介護労働は、
技術集約性は低く、 労働集約性が高い、 という
特性がある （京極2007 : 157）。そのため、サービ
ス提供体制の整備は、 人員体制の整備と大きく
関連する。生活施設と分類される特養では、主
に介護職員によって、 サービスが提供されてい
るが、 看取りには、 医師と看護職員の関わりが
増える。入所者の看取りの対応のためには、 特
養のサービスの基礎となる介護職員の体制をはじ
め、 医師と看護職員の体制の整備が必要となる。
そこで本稿では、看取り介護加算で求める体
制が、看取り介護加算の趣旨の達成のために、
どのような要件を設けているかを明らかにし、
職員体制を中心に、体制関連の要件の検討を行
い、その課題と改善策に関して提言することを
目的とする。なお、本研究では、介護保険法に
基づく介護老人福祉施設、老人福祉法による措
置施設としての特別養護老人ホームを区別せず、
地域密着型介護老人福祉施設を除くものを、特
別養護老人ホームと扱う。また、留意事項で示
された内容から「看取り」は医師によって医学
的に回復の可能性がないと診断されたものに対
し、その後のケアについての計画を作成し説明
を行い、本人または家族の同意を得、その後の
ケアについても同意を得ながら、その計画に基
づき支援を受けて死の状態に至るまでのこと、
そして「看取り介護」は看取りにおいて具体的
に提供される支援と定義する。
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Ⅱ．研究方法
1． 看取り介護加算の要件における体制関連内
容の整理
看取り介護加算は、創設以来、2009年、2012
年、2015年、2018年の4回の改定を経て、現在
に至る。2006年には、看取り介護加算の固有の
加算算定の要件に加え、重度化対応加算を算定
していることを、加算算定の要件とした。2009
年には、重度化対応加算を看取り介護加算に統
廃合し、最期まで特養内で入所者の看取りに対
応することを、高く評価する形に代わる。2012
年には、後述する施設要件（イ）の「24 時間の
連絡体制」を「24時間の連絡できる体制」に変
更する。2015年には、看取り介護加算の報酬の
アップとともに、新しい要件として、看取り介
護に関する指針（以下、看取り指針）に盛り込
むべき事項の設定、PDCAサイクルによる看取
り指針の見直しを加算の算定要件に加え、看取
り介護の充実を図る。2018年には、看取り介護
加算を（Ⅰ）と（Ⅱ）に分け、2015年までの要件を
満たす場合は看取り介護加算（Ⅰ）を、看取り介
護加算（Ⅰ）の要件に加え、配置医師緊急時対応
加算の算定に関連する留意事項⑤を満たし、特
養内で入所者が亡くなった場合、看取り介護加
算（Ⅱ）が算定できるとし、地域包括ケアシステ
ムの推進と特養の入所者の医療ニーズへの対応
を図ろうとしている。
本稿では、最新の看取り介護加算の算定要件
を、職員体制を中心に分析を行い、そこに見え
る課題の解決を試みる。そのため、2018 年 4 月
から施行された、「指定施設サービス等に要する
費用の額に算定に関する基準（平成12年厚生省
告示第 21 号）（抄）【平成 30 年 4 月 1 日施行 （予
定）】の看取り介護加算」（以下、算定基準）と、
「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関
する基準（短期入所サービス及び特定施設入居
者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス
等に要する費用の額の算定に関する基準の制定
に伴う実施上の留意事項について（抄）（老企第
40号平成12年3月8厚生省老人保健福祉局企画
課長通知）別紙 2 の介護福祉施設サービスの看
取り介護について」（以下、留意事項）を検討の
対象とする。
2． 倫理的配慮
検討に用いる資料は研究目的に沿って新たに
調査したものではなく、既存の調査資料の 2 次
利用である。そのため、先行研究の引用・参照
した文献の存在を明示し、データ加工する場合
は、資料の出典及び加工過程を明記する。な
お、文献の入手において、著者の同意が必要な
コピー・印刷は、同意を得て行った。
Ⅲ．検討の結果
1． 特別養護老人ホームの関連法等上の基準と
運営及び職員体制の現況
特養の設置目的、基本指針の詳細、統計デー
タ上の人員配置及び運営状況は、表 1 を代わり
とする。2017年現在、1施設当たり入所者は68.7
名、常勤換算1施設当たり医師は0.2名、看護・
介護職員1人当たり在所者数は2名、看護職員1
人当たり在所者数は 16.6 名である。常勤の医師
は 1 施設当たり 1 名にならないものの、看護・
介護職員は、設置運営基準を上回り、統計上、
職員が不足していると思えない （表 1）。
福祉医療機構 （2018: 5） は、64.3% （n=628） 
の特養で職員が不足し、その内 1 割は特養本体
や併設する事業所に、入所者の受け入れを制限
していると報告している。全国老人福祉施設協
議会 （2015a: 33） は、常勤の採用充足率5）は、介
護職員 84.80%、看護職員 67.60%であり、1 年
間、常勤の介護職員の14.90%、非常勤の介護職
員24.40%、常勤の看護職員の20.60%、非常勤の
看護職員 28.70%が離職していると報告する。
採用困難や離職による職員不足の問題を抱え
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関連法律上の職員配置基準
注9
施　設　長 常勤換算 1 名
職員配置の状況
職種ごとの
常勤換算
従事者数注5
1施設当た
りの常勤
換算従事
者数注6
100 人当たり
の常勤換算
従事者数注7
常勤換算看
護・介護職
員1人当たり
在所者数注8
医　　　師
入所者に対し健康管理
及び療養上の指導を行
うために必要な数
医　　　　　師
1,509 人 
（常勤215名）
0.2 名 0.3 名
看護・
介護福祉士
2.0 名
看 護 職 員
入所者 30 人：1 名以上　
31-50 人：2 名以上　51-
130： 3名以上　131人から
は4 人以上を確保し、入
所者 50 人増に1 名増
特別養護老人ホームの設
備及び運営に関する基準　
12条5　看護職員1名は
常勤の者でなければなら
ない。
看　護　職　員
看護師16,746
（常勤13,150人）
准看護師
12,518 人
（常勤10018人）
看護師
2.3 名
准看護師
1.7 名
看護師    3.3
名
准看護師 2.5
名
16.6 名
介護職員・
看 護 職 員 入所者 3 人：1 名 介　護　職　員
217,295 人
（常勤186,650
人、その内
介護福祉士
131,056 人）
29.8 名 
（内介護
福祉士
18.0 名）
43.2 名
（内介護福祉
士 26.1 名）
2.2 名
介護支援専門
1名以上、入所者100の
端数を増すことに1名を
標準
介護支援専門員
8,781 人
 （常勤 8,561
人）
1.2 名 1.7 名
生活相談員
入所者100人：1名以上、
入所者100の端数を増す
ことに 1 名
生 活 相 談 員
9,648 人 
（常勤 9,525、
社会福祉士
2808 人）
1.3 名 （内
社会福祉
士 0.4 名）
1.9 名
 （内社会福祉
士 0.6 名）
運
　　　
営
　　　
状
　　　
況
　
常勤の介護・
看護職員の
採用充足率注4
介護職員 
（n=1,833）　
84.8%
看護職員
（n=1,371）
67.6%
看護職員の夜勤の有無
注4
オンコール 夜勤なし
夜勤
あり
1 年間の離職率注4
常勤の介護職員
（n=1914）　
14.9%
非常勤の介護
職員（n=1553）
24.4%
ユニット型個室
（n=784、複
数回答）
80.7% 45.0% 4.6%
常勤の看護職員
（n=1,786）　
20.6%
非常勤の看護
職員（n=991）
28.7%
ユニット型準
個室（n=27、
複数回答）
77.8% 33.3%
医務室の配置医の
勤務形態
（n=2121）注4
祝祭日、年末年
始を除く週 1 日　
36.2%
祝祭日、年末年始
を除く週日数日
28.9% その他26.1%
従来型個室 
（n=1066） 76.6% 44.9% 5.0%
診療科注4 内科　　 92.8% 外科 20.1% 精神科8.8%
多床室 
（n=1628） 76.7% 45.9% 5.3%
施設での看取りの
実績（n=2121）注4 実績ある　 74.0% 実績なし 25.3%
看取りの実績がない
施設内、看取りを行
っていない理由
（n=536、複数回答）注4
看護体制がとれ
ない　　
42.5%
配置医の協力が
得られない
30.6% 介護体制がとれない 28.5%
加算の届出の状況
（n=2121）注4
看護体制加算
（Ⅰ）　 85.3%
夜間職員配置
加算（Ⅰ） 65.3%
常勤専従医師配
置加算 1.6%
看護体制加算
（Ⅱ）　 63.9%
夜間職員配置
加算（Ⅱ） 22.5%
常勤専従医師配
置加算体制なし 78.5%
看取り介護加算　47.7%
看取り介護加算
体制は備わって
いるが実績なし
18.5% 在宅復帰支援加算請求 0.6%
家族や成年後見人
への連絡の状況
（家族会や毎月の
請求・支払以外）
（n=2121）注4
随時連絡している　68.6% 定期的に連絡している 26.8% 特に行っていない 3.7%
ケースカンファレ
ンスの参加者 （n= 
2095、 複数回答）注4
介護職員　 98.8% 看護職員 97.9% 介護支援専門員 96.8%
表1　特別養護老人ホームの関連法等上の基準と運営及び職員体制の現況
注 1. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章【詳細票】第 5 表　介護老人福祉施設の定員、都道府県－指定都市・中核市（再掲）、
開設主体別」より。
注 2. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章【詳細票】第 3 表　介護老人福祉施設数，開設主体、経営主体別」より。
注 3. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章【詳細票】第 7 表　介護老人福祉施設の居室数，定員階級、室定員別」より。
注 4. 公益社団法人全国老人福祉施設協議会（2015）『全国老人ホーム基礎調査平成 24 年度実績』より。
注 5. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章 【詳細票】第 9 表　介護老人福祉施設の常勤換算従事者数、都道府県－指定都市・中核
市（再掲）、職種（常勤－非常勤）別」より。
注 6. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査の概況』「表 13　1 施設・事業所当たり常勤換算従事者数（詳細表）」より。
注 7. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査』「第 1 章【詳細票】第 11 表　介護老人福祉施設の定員 100 人当たり常勤換算従事者数、都道府
県－指定都市・中核市（再掲）、職種別」より。
注 8. 厚生労働省（2018）『平成 29 年介護サービス事業所調査の概況』「表 15　常勤換算看護・介護職員 1 人当たり在所者数」より。
注 9. 老人福祉法（平成 28 年 4 月 1 日施行）、介護保険法（平成 30 年 4 月 1 日施行）、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 28 年 4 月 1 日施
行）、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成 28 年 4 月 1 日施行）により。
注 10. 注 1~9 により筆者作成
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た状態で、特養が、入所者の看取りに対応する
ためには、特養の基本的な職員体制の安定を図
ると同時に、看取りの対応のための体制の整備
が必要である。介護保険制度では、基本的な施
設サービス報酬に加え、看護体制加算、夜勤職
員配置加算、常勤医師配置加算、介護職員処遇
改善加算などの人員体制に関する加算を設け、
人員体制の強化を図ろうとしている。
2． 看取り介護加算の職員体制に関連する要件
と課題
看取り介護加算の算定要件は、施設要件、入
所者要件、期間と場所要件、留意事項の 4 つに
分類できる。その内、職員体制に関連する内容
を表 2 にまとめる。
職員体制については、施設要件（イ）で、常
勤の看護師1名の配置、看護職員と24時間の連
絡できる体制、入所者要件（ハ）と留意事項の
③・④・⑤・⑥においては配置医師を含む多職
種間の連携、留意事項⑫では看護職員と24時間
連絡できる体制の詳細について、留意事項⑮は
配置医師と24時間連絡できる体制の詳細につい
て述べている。
1）	常勤の看護師1名の配置要件の再検討
施設要件（イ）にある「常勤の看護師 1 名の
配置」における看護師とは、保健師助産師看護
師法第 5 条で示す者を指し、准看護師を除く、
看護師の資格を持つ保健師、助産師を含む。し
かし、設置運営基準の人員体制に加え、常勤の
看護師 1 名の追加配置を求めるものではない。
常勤の看護師1名以上の確保を要件とする、看
護体制加算（Ⅰ）届出を出している施設は、2012
年現在、85.30%、利用者25人に看護職員1名を
必要とする、看護体制加算（Ⅱ）は 63.90%であ
る。特養全体の約 85%は常勤の看護師を 1 名以
上、確保しており、6 割強は設備運営基準を上
回る水準で看護職員を配置している。介護保険
制度が始まった時期に比べ、常勤の看護師が勤
める特養の割合は、増えている。
しかし、2012年現在、常勤・非常勤を問わず、
20%を超える看護職員の離職率は、看護職員体
制の不安の要素となっている。看護職員の 1 年
間の離職率は、常勤20.60%、非常勤28.70%であ
り、採用充足率は67.60%である。特養が希望し
ている採用者数の約 33%が確保できていない。
三菱総合研究所（2014）は、50.6%（n=1287）の
特養が、看護職員が不足していると回答し、看
護職員の 49.9%は、よりよい看護の提供のため
に看護職員数を増やすことをあげ、職員増員に
よる負担の軽減が看護職員の定着に繋がると認
識していると述べている。
常勤の看護師 1 名以上の配置の要件は、2006
年当初、重度化対応加算の要件であったが、2009
年、看取り介護加算の施設要件に統合され、現
在に至る。2009 年の統合の過程において、第
42、50、54回の給付費分科会で、看護師の配置
に関する議論が行われ、その後の論議は見当た
らない。その議論の中で、看護師 1 名の配置を
求める側は、准看護師のみでの対応は保健師助
産師看護師法に抵触する可能性があること、看
護師の授業時間が多いこと、看護師が看取りの
プロセスにおける家族と利用者に与える安心感、
准看護師が自ら判断して責任を負うという準備
教育は十分に受けていないこと等の「養成課程
上・法律上の理由」で、看護師の配置を求めて
いる。看護師 1 名の配置の要件の厳しさを訴え
る側は、能力を持つ准看護師もあること、医師
の指示の下で対応できていること、「責任が重
い、賃金が安い、オンコール対応、祝日・日曜
の勤務、地域に看護師がいないこと」等により、
現実的に看護師を募集しても、確保が難しい等
の「現実的理由」をあげ、看護師配置の困難を
訴える。一方、第 50 回の給付費分科会におい
て、木下は、看護師と准看護師間の業務の違い
は何か、については検討が必要であると述べて
いる。当時の特養での看取り対応においる看護
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表2　特別養護老人ホームの看取り介護加算の算定基準と留意事項
算定基準 留意事項
【入所者要件】   
別に厚生労働大臣が
定める基準に適合す
る入所者（2）（利用者
等告示・六十一）
次のいずれかにも適
合している入所者
ハ ．看取り介護に関する指針に基
づき、入所者の状態又は家族の
求め等に応じ随時、医師等の相
互の連携の下、介護記録等入所
者に関する記録を活用し行われ
る介護についての説明を受け、
同意した上で介護を受ける者
（その家族等が説明を受け、同意
した上で介護を受けている者を
含む）であること。
③入所者等への説明
　質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、入所者等に対し、
十分な説明を行い、理解を得るよう努めることが不可欠である。具体的には、施
設は、看取り介護を実施するに当たり、終末期にたどる経過、施設等において看取
りに際して行いうる医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制などについ
て、入所者等の理解が得られるよう継続的な説明に努めることが重要である。加
えて、説明の際には、入所者等の理解を助けるため、入所者に関する記録を活用
した説明資料を作成し、その写しを提供すること。
⑤介護記録等への記録と情報共有
　看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録すると
ともに、多職種連携を図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員
等による適切な情報共有に努めること。
　イ　終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録
　ロ 　療養や死別に関する入所者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対
するケアについての記録
　ハ 　看取り介護の各プロセスにおいて把握した入所者等の意向と、それに基
づくアセスメント及び対応についての記録
⑥入所者等へのインフォームドコンセント
　入所者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合
は、介護記録にその説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨を記載
しておくことが必要である。また、入所者が十分に判断をできる状態になく、か
つ、家族の来所が見込まれないような場合も、医師、看護職員、介護職員等が
入所者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取り介護について相談し、共
同して看取り介護を行っていると認められる場合には、看取り介護加算の算定は
可能である。この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保される
よう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載するとともに、入所者の状
態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず施設への来所がなかった旨を記載して
おくことが必要である。なお、家族が入所者の看取りについて共に考えることは
極めて重要であり、施設は、連絡をしたにもかかわらず来所がなかったとしても、
継続的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意思を確認しながら介護を進めてい
くことが重要である。
【施設要件】　　
別に厚生労働大臣が
定めるが施設基準に
適合しているもの（1）
（施設基準・五十四）
イ ．常勤の看護師を 1 名以上配置
し、当該指定介護老人福祉施設
の看護職員により、又は病院、
診療所若しくは訪問看護ステー
ションの看護職員との連携によ
り、24時間の連絡できる体制を
確保していること。
⑫ 24 時間連絡できる体制
　「24 時間連絡できる体制」については、看護体制加算の留意事項④を準用す
る。
ロ ．看取りに関する指針を定め、
入所の際に、入所者又はその家
族等に対して、当該指針の内容
を説明し、同意を得ていること。
④看取り介護指針に盛り込むべき事項
　看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、生活相談員、介護職
員、看護職員、 介護支援専門員等による協議の上、看取りに関する指針が定めら
れていることが必要であり、 同指針に盛り込むべき項目としては、例えば、以
下の事項が考えられる。
　イ　当該施設の看取りに関する考え方
　ロ 　終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じた介護の考え方
　ハ　施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢
　ニ　医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む）
　ホ　入所者等への情報提供及び意思確認の方法
　ヘ　入所者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式
　ト　家族への心理的支援に関する考え方
　チ 　その他看取り介護を受ける入所者に対して施設の職員が取るべき具体的
な対応の方法
ニ ．看取りに関する職員研修を行
っていること。
【期間と場所要件】　　
別に厚生労働大臣が
定める施設基準に適
合しているものとし
て、都道府県知事に
届け出た指定介護老
人福祉施設において、
別に厚生労働大臣が
定める基準に該当す
る入所者につい看取
り介護を行った場合
おいては、
当該入所者が当該指定介護老人
福祉施設内で死亡した場合に限り、
看取り介護加算 （Ⅱ） として、死亡
日以前 4日以上 30日以下について
は 1日につき144 単位を、死亡日の
前日及び前々日については 1日につ
き780 単位を、死亡日については１
日につき1,580 単位を死亡月に加算
する。
ただし、看取り介護加算 （Ⅰ） を算
定している場合は、算定しない。
⑮ 看取り介護加算Ⅱの算定にあたっては、（配置医師緊急時対応加算の⑤）を準
用する。
注 1.  厚生労働省（2015）指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年三月三十一日）（厚生省令第三十九号）
注 2.  厚生労働省（2015）厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成二十七年三月二十三日）（厚生労働省告示第九十四号）
注 3.  厚生労働省（2015）指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十一号）（抄）【平成二十七年四月一日施行】
注 4.  厚生労働省（2015）「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施
設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年３月８日老企第40号厚生省老人保健福祉局企画
課長通知）（抄）」
注 5.  厚生労働省（2018）指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十一号）（抄）【平成三十年四月一日施行（予定）】
注 6.  厚生労働省（2018）指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施
設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（抄）（老企第 40 号平成 12 年 3 月 8 厚生省老人保健福祉局
企画課長通知）
注 7.  全国老人福祉施設協議会（2015）『看取り介護指針・説明支援ツール【平成27年介護報酬改定対応版】』（平成26年度老人保健事業推進等補助金（老人保
健健康増進等事業分）事業特別養護老人ホームにおける看取りの推進と医療連携のあり方調査県境事業）
注 8. 注 1～7 を参照し、筆者作成。
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師と准看護師を巡る議論において、両専門職の
間にどのような力量の違いがあるのかは、明か
にされず、議論が行われていることを指摘する
ものである。
看取り介護に関連して看護職員が行っている
業務に、看護師と准看護師の間に、能力の差を
認める報告は見当たらない。山田・岩本（2004）
は、看護師のいる施設と准看護師のみの特養を
比較し、看護師がいる施設の方が、「日常生活」、
「ターミナル期にある入所者との会話・コミュニ
ケーション」、「多職種への教育」等の業務に有
意な差があると述べている。しかし、その違い
は行っている業務であり、看護師と准看護師の
対応能力の差と見難い。病院の看護管理者を対
象とした調査を行った厚生労働省（2015c）は、
准看護師は概ね半年から 5 年で実技能力を習得
すると述べ、個人差があるとことを窺わせるが、
看護師との比較は行っていない。
看護師と准看護師は、養成課程・法律上、違
いが存在する。しかし、特養での看取りの対応
は、基本的に医師との連携の下、行われるもの
であって、現場では、資格の違いによって対応
できる業務の違いが分かりにくく、看護師が独
自で判断できる内容については、明確になって
いない。特養の看取りの体制の整備において、
看護職員と関連する最大の課題は、基本的な人
員体制が安定しないことである。特養の体制の
整備のためには、優先的に特養の看護職員の労
働環境の整備による定着を図る必要がある。同
時に、看取りにおける看護職員の業務内容を明
らかにし、看護師と准看護師が対応できる業務
を明確にし、看護師 1 名の配置の要件を再検討
する必要がある。
2）	看護職員・配置医師と24時間の連絡できる
体制の課題
看護職員と 24 時間の連絡できる体制の確保
は、介護老人福祉施設の看護体制加算に関する
留意事項④を準用するとされる。具体的には、
❶オンコール体制と関連する指針やマニュアル
等の整備、❷看護職員不在時の介護職員による
入所者の観察項目の標準化、❸施設内研修等を
通じ、看護・介護職員に対して、❶及び❷の内
容の周知、❹施設の看護職員とオンコール対応
の看護職員が異なる場合には、電話やＦＡＸ等
により入所者の状態に関する引継ぎとともに、
オンコール体制終了時にも同様の引継ぎを行う
ことの 4 つを指す。オンコールで、看護職員が
出勤した場合の介護報酬は設けられていない。
オンコール体制を備えている特養は、全体の約
8割で、看護職員が夜勤している特養は、約5%
である。
留意事項⑮において看取り介護加算（Ⅱ）の
算定にあたっては、留意事項の配置医緊急時対
応加算（以下、配置医対応加算）の⑤を準用す
るとされる。具体的には、配置医師と施設の間
で、緊急時の注意事項や病状についての情報共
有の方法、曜日や時間帯ごとの医師との連絡方
法や診察を依頼するタイミング等に関する取り
決めを事前に定めること、24時間配置医師によ
る対応又はその他の医師の往診による対応が可
能な体制を整えることを求める。往診料は診療
報酬で対応する 6）。
配置医対応加算の⑤の内容と、看護職員と24
時間の連絡できる体制の内容は概ね似ている。
それぞれ準用する内容では、特養内で看護職員
や配置医師が夜勤することを求めるのではなく、
連絡できる体制を具体的に定め、特養からの連
絡に、看護職員や配置医師が応える体制の確保
を求めている。
①看取りに関する介護職員の研修の課題
そのため、看護職員が不在する夜勤の際、入
所者へ体調の変化に伴う基本的な対応は、介護
職員がしなければならない。前述の❸では、施
設内研修等を通じ、看護・介護職員に対して、
❶及び❷の内容の周知を求めている。夜勤の際、
介護職員が直接対応する現実を踏まえ、看取り
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の対応能力の向上のためのものと言える。
2017 年現在、常勤換算 1 施設当たりの介護職
員 29.8 名の内、介護福祉士の資格を持つ職員は
18.0 名と、約 4 割の職員は介護福祉士の資格を
持っていない。これは、最大 4 割の介護職員が
介護福祉士養成機関において、看取り介護に関
する基本的な教育を受けず、入所者の看取りに
対応している状況を考えさせる。特養での看取
りに関する教育・研修の必要性と重要性が浮か
び上がる。
施設要件の（ニ）及び24時間の連絡体制に関
連する留意事項において、職員を対象に看取り
関する研修を実施することを明記している。し
かし、その研修の内容や回数、方法、外部の研
修への参加などの全てが各々の特養に委ねられ
ている。その上、勤務時間外に研修が行われる
ことが多いことから、非常勤の職員のみならず、
常勤の職員の研修の参加率も低い。永松・村山
（2016）は、介護職員への職場内集合研修の課
題として、参加しやすい条件と環境を整えるこ
と、研修の目的と体系を明確にし、研修計画の
PDCAサイクルを回すこと、技術や方法のレベ
ルアップを図ることの 3 つを上げている。
②オンコール体制の看護職員の負担と処遇の課題
オンコール体制は、いつ来るか分からない連
絡に備え、看護職員が待機することを求める。
これは、職場から物理的に離れていても、仕事
をしている状況を作り、看護職員にとって、身
体的・精神的負担が伴うものであるが、対応し
た際の処遇については、明記されていない。
2017 年現在、1 施設当たり常勤換算 4 名の看
護職員体制で、1ヶ月間、看取り介護する場合、
単純計算で、一人の看護職員は 7 日ほどを、オ
ンコール対応をすることになる。月の 4 分の 1
は十分な休息を取れない状態で過ごすこととな
り、看護職員にとって、肉体的に負担が伴うも
のと言わざるを得ない。
一方、看護職員は、夜間の対応において、予
想されていない事態や配置医師による指示がな
かった場合、看護職より更に多くの知識を持ち、
もっと広範囲の対応ができる医師の必要性を感
じている。清水・柳原 （2007） の調査では、看護
職員は介護職員や相談員に比べ、夜間に医師が
いないことに不安と回答した割合が多い。2018
年 4 月から、配置医対応加算が創設され、配置
医との連携の強化が図られ、看護職員の不安の
軽減に繋がると期待できる。
しかし、オンコール体制で生じる身体的・精
神的負担は、依然として存在する。看護職員が
不足している中、行われているオンコール体制
の負担の軽減、出社した際の処遇等を念頭に入
れた、看護職の人員体制、訪問看護との連携体
制、地域に必要な看護サービスの総量、給料体
系について、検討が必要である。
3）	連携体制における責任者の課題
入所者要件の（ロ）では多職種共同で看取り
ケアプランを作成し、入所者等に説明すること、
（ハ）では、多職種連携による入所者等に対する
随時のインフォームド・コンセント（以下、IC）
を要件としている。また、留意事項③において
も連携による入所者等への説明、留意事項⑤で
は連携を図るための介護記録を活用した情報共
有を求めている。
特養での看取り介護においては、特養内の専
門職同士の連携のみならず、特養の外にいる、
家族、医師、訪問看護ステーション等との連携
も重要になる。しかし、特養の外の連携の対象
は、特養に常駐せず、入所者に接することが少
ないため、入所者の変化に気づきにくい状況に
ある。とりわけ、看取り介護の開始・変更・中
止の主な決定者となっている家族は、その重要
性に比べ、入所者の変化を把握しにくい状況に
ある。そのため、家族に対し、本人の変化とそ
れに伴う対応について、内部の連携から得られ
た情報に基づき、納得できるよう説明すること
が、特養に求められる。また、家族の思いが、
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特養で入所者の看取りに関わる専門職に伝わる
必要もある。
看取り介護加算では、各々の特養が作成する
看取り指針において、職員の役割を示すことを
求めているが、連携の責任者に関する要件はな
い。全国老人福祉施設協議会（2015b）の「看
取り介護指針（モデル）」では、継続的な家族の
支援（連絡、説明、相談、調整）を、主に特養
の介護支援専門員（以下、ケアマネ）と生活相
談員（以下、相談員）が担うとしている。特養
の他の職員からも、ケアマネと相談員に、家族
対応の役割が期待されている（菅原2009、口村
2018）。
2017 年現在、1 施設当たり、ケアマネ 1.2 名、
相談員1.3名で、入所者68.7名がいる。設置運営
基準を上回る2.5名のケアマネと相談員が、約70
人の入所者とその家族と、関わりを持つことに
なる。しかし、入所者の重度化により、本人の
意思の確認が困難になりつつある中、特養の外
にいる家族との連携は増々増えると思われるが、
現行の体制で、家族と連携を取りながら、看取
り介護が行える人員体制かどうかの検討は、見
当たらない。看取り介護加算では、ケアマネや
相談員の体制に関する事項はなく、介護報酬の
加算の中にもケアマネや相談員に関する事項は
見当たらない。
特養の職員は、家族とのコミュニケーション
に困難を感じることが多い（森塚・多久島2011 : 
17，春山 2015 : 16）。医療経済研究機構（2003 : 
8）は、施設として、当該施設でできる医療の範
囲やケアプランについて、入所時に本人・家族
に説明したと認識していたにも拘らず、ほとん
どの家族は具体的な情報を持っていないと認識
していると述べている。家族と特養の間に、看
取り介護に関する状況の共通認識の作りが難し
い状況にある。
このような状況を踏まえ、家族との連携の担
い手になることが期待される、ケアマネと相談
員の役割の明確化と、適切な人員体制の検討が
必要である。
4）	介護職員に関する事項の不在
特養で提供される介護サービスの基礎となる
職種は、介護職である。看取りの入所者がいる
時、介護職員には、基本的な巡回や記録の増加
と、家族とのやり取りの増加に加え、医療的対
応・急変時の対応、死後のケアの補助、家族へ
のグリーフケア等の業務が伴う。しかし、特養
の設置運営基準の人員体制は、これらの業務を
遂行することを前提にしているものでない。
現在、特養の介護職員の体制は、統計上、設
備運営基準を上回っている。しかし、特養の入
所者の重度化は一層進み、必要とされる介護の
総量は増えており、入所者の看取りの対応に伴
う業務内容と量の変化に対応している言い難い。
孔（2017: 37）は、介護職員に、〈看取り介護開
始による過重負担〉が存在すると指摘しながら、
看取り介護の対象者がいる時期だけでも看護師
を配置、介護職員を増員等の検討が必要である
と述べている。しかし、現在の看取り介護加算
の算定要件には、介護職員に関する内容は見当
たらない。
Ⅳ．考察
1． 看取り介護を前提とした職員体制の再検討
と関連研究の必要性
看取り介護加算の算定基準と留意事項の内、
直接人員体制に関連するものは、常勤の看護師
1 名の配置の課題のみで、介護職員に関する事
項は見当たらない。
介護保険制度では、人員体制の強化を、施設
サービス報酬に加算を設ける形で行っている。
そのため、看取り介護加算で、別途の人員体制
の強化に関する事項を設ける必要は低いかも知
れない。しかし、看護体制加算があるにも、常
勤の看護師 1 名の配置の要件があることは、一
貫性の欠けたものになる。また、加算は、金銭
60
特別養護老人ホームにおける看取り介護加算に関する一考察
的なインセンティブを持って、特養の選択を誘
導するもので、強制力を持つものではない。加
算を算定することは、基本体制に上乗せするも
のであって、特養を巡る状況の変化に伴う基本
的な体制の整備と考えにくい。特養の基本的な
人員体制は、設置運営基準で示されるが、2000
年以来の人員体制に関する事項は、改正されて
いない。
設置運営基準の改正による人員体制の整備は、
職員不足による問題を更に深刻にさせる恐れが
ある。また、介護給付費の上昇による介護保険
財政また、社会保障費全体の負担を増やす恐れ
がある。そのため、設置運営基準の改正による
人員体制の整備は難しく考えられている。しか
し、特養のサービス提供における最大の課題は、
慢性的な人員体制の不安定である。統計上、設
置運営基準を上回る人員が確保されている。に
も拘らず、特養には、採用困難・離職による、
看護・介護職員体制の不安定が続き、サービス
提供に困難が生じている。介護労働安定セン
タ （ー2018）の調査では、特養は、採用困難の
原因として、「他の産業に比べて、労働条件等が
良くない」、「同業他社との人材獲得競争が厳し
い」、「景気が良いため、介護業界へ人材が集ま
らない」等をあげている。特養の従事者は、離
職する理由として、「結婚・出産・妊娠・育児の
ため」、「自分の将来の見込みが立たなかったた
め」、「収入が少なったため」等をあげている。
このような人員体制の不安定の中、特養の看
取り対応体制の整備のためには、どのような環
境で、どのような職員がどれほど必要なのか
を、明かにする必要がある。全国社会福祉協議
会 （1996: 124-125、 135） は、特養の看取り対応
と在宅復帰支援という、2 つ機能の検討におい
て、人員体制による介護量の変化を測った。こ
の調査では、特養から、看取りが常時あるわけ
ではないので、恒常的に職員の配置するほどの
看取りの数、業務量ではないという意見も出さ
れたものの、当時の入所者 4.1 人対、看護・介
護職員 1 名の体制では、看取りの実施、促進に
は十分な人員体制と言い難いと述べながら、現
行3：1への増員を求めている。しかし、同報告
で、看取り介護加算で重視している連携やICに
関連する業務は測定項目に含まれず、看取り介
護を行う上で、どのような業務にどれほどの業
務量が発生するが等も、明かになっていない。
2002 年 8 月 7 日、設置運営基準の一部改正よ
り、重度者の優先入所が推進され、2006年から
実施された看取り介護加算は、特養内の死亡者
を増加に影響を与えている。2015年4月からは、
新規入所者は、原則要介護3以上になり、今後、
更に、特養内の死亡退所者は増えると見込まれ、
特養の看取り対応は、避けて通れるものではな
くなっている。生活施設の特養の役割をはじめ、
看取りと関連して発生している業務内容と量、
それに基づいた適切な人員体制の検討が必要で
あるが、そのような研究は見当たらない。
生活施設である特養で、看取り介護を行うた
めの人員体制の検討の際は、介護・看護職員の
みならず、家族との連携を担当することが求め
られている、ケアマネと相談員の業務実態の把
握、それを前提とした、専門職の育成・研修内
容の検討も必要である。
Ⅴ．研究の限界と今後の課題
看取り介護加算の算定要件の人員体制を中心
に検討を行い、4つの課題が明らかになった。こ
れらの課題を解決するためには、基本的な人員
体制の安定を図る同時に、看護・介護職員のみ
ならず、ケアマネと相談員を含めての、看取り
対応による業務内容と量の研究の必要性を明ら
かにした。しかし、本研究では、具体的な業務
内容と量、それに伴う人員体制の提言までは至
っていない。入所者の看取りの対応のために必
要な業務内容と量、人員体制、それに伴う費用
までを踏まえた総合的な検討が必要である。
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【注】
 1） 厚生労働省（2018）『平成 29 年人口動態統計』の
「上巻死亡第5.6表　死亡の場所別にみた年次別死
亡数百分率」、「上巻死亡第 5.5 表　死亡の場所別
にみた年次別死亡数」より。
 2）  厚生労働省（2017）『平成 28 介護サービス施設・
事業所調査』「第 1 章第 42 表　介護保険施設の退
所者数－平均在所日数，施設の種類、入所前の場
所、退所後の行先別」の2016年9月の1ヶ月の特
養での死亡者は数4,488人かける12ヶ月 （4,488×
12） の推定値を 2016 年老人ホームでの総死亡者
数 90,067 人 （4,488 × 12 ÷ 90,067） で割った時の
割合。
 3） 前掲書 1 の各年次の老人ホームの百分率。
 4）  前掲書2の各年次の特養内の死亡者数×12ヶ月の
推定値。
 5） 採用充足率＝（当該期間に実際に採用した総人数
/当該期間の総採用予定者数）×100、当該期間は
2012 年 4 月 1 日～2013 年 3 月 31 日である。
 6） 主として急性期の患者またはその看護をする者の
求めに応じて緊急に行われる場合を往診として、
往診料の 720 単位の算定ができる。
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